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表紙

第115回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

事 業 報 告 の 新 株 予 約 権 等 の 状 況

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

　本内容は、法令および当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト(https://holdings.panasonic/jp/corporate/investors.html)に
掲載することにより、株主の皆様に提供したとみなされるものです。
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新株予約権等の状況

名称 新株予約権
の割当日

新株予約権
の数

目的となる
株式の種類と数

払込金額
(新株予約権1個

当たり)

行使価額
(株式1株
当たり)

権利行使期間

2014年度8月発行
新株予約権

2014年
8月22日 2,088個 普通株式

208,800株 105,400円 1円 2014年8月23日から
2044年8月22日まで

2015年度8月発行
新株予約権

2015年
8月20日 1,729個 普通株式

172,900株 112,400円 1円 2015年8月21日から
2045年8月20日まで

2016年度8月発行
新株予約権

2016年
8月23日 5,800個 普通株式

580,000株 71,300円 1円 2016年8月24日から
2046年8月23日まで

2017年度8月発行
新株予約権

2017年
8月23日 3,561個 普通株式

356,100株 112,800円 1円 2017年8月24日から
2047年8月23日まで

2018年度7月発行
新株予約権

2018年
7月18日 3,473個 普通株式

347,300株 106,400円 1円 2018年7月19日から
2048年7月18日まで

2020年度7月発行
新株予約権

2020年
7月13日 58個 普通株式

    5,800株 63,300円 1円 2020年7月14日から
2050年7月13日まで

名称 新株予約権の数 目的となる株式の種類と数
取締役(社外取締役を除く)

保有人数 個数

2014年度8月発行新株予約権 305個 普通株式  30,500株 4名    305個

2015年度8月発行新株予約権 293個 普通株式  29,300株 4名    293個

2016年度8月発行新株予約権 601個 普通株式  60,100株 2名    601個

2017年度8月発行新株予約権 547個 普通株式  54,700株 4名    547個

2018年度7月発行新株予約権 593個 普通株式  59,300株 4名 593個

新株予約権等の状況

(1)当社が発行した新株予約権の内容の概要

(2)当事業年度の末日において当社役員(取締役)が保有している職務執行の対価として交付
された新株予約権の状況

(注) 1.本新株予約権は、社外取締役および監査役に対しては割り当てておりません。
2.上記には取締役就任前に付与されたものも含んでおります。

－ 1 －
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連結注記表

（1）連結子会社の数 531社
（2）持分法適用会社の数 67社

連結注記表
【連結計算書類の作成のための基本となる事項に関する注記】
1．連結計算書類の作成基準

　当社の連結計算書類は、会社計算規則第120条第1項の規定により、国際会計基準（以下、「IFRS」）に準拠し
て作成しています。ただし、同項後段の規定に準拠して、IFRSにより要請される記載及び注記の一部を省略してい
ます。

2．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

　2021年９月16日付で、当社の持分法適用会社であるBlue Yonder Holding, Inc.の80％分の株式追加取得を完
了し、2020年７月取得済の20％分の株式と合わせて全株式を取得、同社及び傘下の子会社を連結子会社としまし
た。

3．重要な会計方針

（1）金融資産の評価基準及び評価方法

① デリバティブ以外の金融資産

(ⅰ) 当初認識及び測定
　金融資産は、約定日又は取引の実施日に当初認識し、当初認識時点で、償却原価で測定する金融資産と
公正価値で測定する金融資産に分類しています。公正価値で測定する資本性金融商品は、原則としてその
他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定しています。
　これらの金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産を除き、約定日又は取引の実施日
に、原則として公正価値に当該金融資産に直接帰属する取引費用を加算した金額で測定しています。

(ⅱ) 事後測定
　償却原価で測定する金融資産については、実効金利法による償却原価で測定し、利息は金融収益として
純損益に認識しています。公正価値で測定する金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定する
金融資産を除き、原則として公正価値の変動をその他の包括利益に認識し、累積利得又は損失は当該資産
の認識を中止した場合に利益剰余金に振り替えています。ただし、受取配当金は金融収益として純損益に
認識しています。
　償却原価で測定する金融資産については、原則として、連結会計年度末における信用リスクの当初認識
時点からの著しい増加の有無に応じて、12ヵ月の予想信用損失と同額、もしくは、全期間の予想信用損
失と同額で貸倒引当金を認識します。ただし、営業債権及び契約資産等については、常に全期間の予想信
用損失と同額で貸倒引当金を認識しています。
　予想信用損失の金額は、見積将来キャッシュ・フローを当該金融資産の当初の実効金利で割り引いた現
在価値の額と、帳簿価額との間の差額として算定しています。
　貸倒引当金の繰入額は、純損益に認識しています。貸倒引当金を減額する事象が発生した場合は、その
戻入額を純損益に認識しています。

－ 2 －
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連結注記表

② デリバティブ
　デリバティブは、契約が締結された時点の公正価値で当初認識し、その後も公正価値で測定していま
す。公正価値の変動は、純損益に認識しています。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額により測定しています。取得原価は、主として
平均法により算定し、正味実現可能価額は、見積予想販売価額から完成までに要する見積原価及び見積販売費用
を控除して算定しています。

（3）有形固定資産の評価基準及び減価償却の方法
　有形固定資産は、当初認識時に取得原価で測定し、それぞれの見積耐用年数にわたり定額法により減価償却し
ています。償却方法、見積耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末において見直しを行い、必要に応じて改定
しています。

（4）のれん及び無形資産の評価基準及び償却の方法
　のれんは、移転された対価、被取得企業の非支配持分の金額及び取得企業が以前に保有していた被取得企業の
資本持分の公正価値の合計金額が、識別可能な資産及び引き受けた負債の取得日における正味の金額を超過した
額として測定しています。
　無形資産は、当初認識時に、個別に取得した場合には取得原価で測定し、企業結合の一部として取得した場合
には公正価値で測定しています。耐用年数を確定できる無形資産は、見積耐用年数にわたり定額法により償却し
ています。耐用年数を確定できない無形資産については、償却せず、取得価額から減損損失累計額を控除して測
定しています。償却方法、見積耐用年数は、連結会計年度末において見直しを行い、必要に応じて改定していま
す。

（5）非金融資産の減損
　棚卸資産及び繰延税金資産等を除く非金融資産については、資産又は資金生成単位の減損の兆候の有無を判断
し、兆候がある場合には、当該資産又は資金生成単位の回収可能価額を見積り、帳簿価額と回収可能価額を比較
することにより、減損テストを実施しています。なお、回収可能価額は、ディスカウント・キャッシュ・フロー
法に基づく使用価値、及び、ディスカウント・キャッシュ・フロー法及び類似上場会社比較法等に基づく処分費
用控除後の公正価値のいずれか高い金額で算定されます。ディスカウント・キャッシュ・フロー法は、取締役会
が承認した直近の事業計画を基礎とした将来キャッシュ・フローの見積額を現在価値に割り引いて算定していま
す。将来見通しの予測期間は事業計画の期間を基礎に、過去の経験を反映させ、外部情報とも整合性を取ったう
えで策定しています。また、割引率は、資金生成単位ごとに設定した加重平均資本コストを基礎に算定し、成長
率は、資金生成単位が属する市場もしくは国の長期平均成長率を勘案して決定しています。
　のれん及び耐用年数を確定できない無形資産については、減損の兆候の有無にかかわらず、少なくとも年1回、
減損の兆候がある場合には、その都度、減損テストを行っています。
　資産又は資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合にはその帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
差額を減損損失として純損益に認識しています。

－ 3 －
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連結注記表

（6）引当金の計上基準
　当社及び連結子会社が過去の事象の結果として現在の法的又は推定的債務を有しており、当該債務を決済する
ために経済的便益を有する資源の流出が生じる可能性が高く、その債務の金額について信頼性をもって見積るこ
とが可能である場合に、引当金を認識しています。貨幣の時間的価値の影響が重要である場合には、債務の決済
に必要と見込まれる支出を現在価値に割り引いて測定しています。

（7）従業員給付
　当社及び連結子会社は、確定給付制度及び確定拠出制度を採用しています。
　確定給付制度債務の現在価値及び勤務費用は予測単位積増方式を用いた数理計算に基づき算定しています。ま
た、制度資産の公正価値と保険数理計算により算定された確定給付制度債務の差額である給付制度の積立状況を
連結財政状態計算書上、資産又は負債として計上しています。確定給付制度債務の現在価値及び制度資産の公正
価値の再測定に伴う調整額は、発生時にその他の包括利益として認識し、利益剰余金に振り替えています。な
お、確定給付制度債務の現在価値は将来の見積給付額を割り引いて算定され、割引率は給付支払の見積時期及び
金額を反映した期末時点の優良社債の市場利回りを参照して決定しています。
　勤務費用及び確定給付負債又は資産の純額に係る利息純額は純損益に認識しています。過去勤務費用は、即時
に純損益に認識しています。
　確定拠出年金制度への拠出は、従業員が労働を提供した期間に費用として認識しています。

（8）収益
　下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。
ステップ１：顧客との契約の識別
ステップ２：履行義務の識別
ステップ３：取引価格の算定
ステップ４：取引価格の履行義務への配分
ステップ５：履行義務の充足による収益の認識
　当社は、主に家庭用製品、産業用製品、製造機器及び消耗品等の製品販売を行っています。これらの取引につ
いては、原則として、製品の引渡時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得し、当社が履行義務を充足
することから、当該製品の引渡時点において収益を認識しています。この他に、当社は、工事請負や役務の提供
を行っています。これらの取引については、原則として、一定の期間にわたり、顧客に財又はサービスの支配の
移転が行われ、当社が履行義務を充足することから、その進捗度に応じて収益を認識しています。
　当社は、製品、機器、据付及びメンテナンス等の組み合わせによる多様な取引を行っています。このような取
引については、一定の要件を満たす場合、別個の財又はサービスを移転する約束のそれぞれを別個の履行義務と
して識別し、各履行義務の独立販売価格に比例して配分した取引価格を、それぞれの履行義務の充足に応じて収
益として認識しています。
　売上高は、顧客への約束した財又はサービスの移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額で測
定しています。なお、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引については、進捗度を合理的に測定できる場
合にのみ、期末日における見積総原価に対する累積実際発生原価の割合に基づくインプット法を使用して、売上
高を測定しており、当初の売上高の見積り、完成までの進捗状況に変化が生じる可能性がある場合、見積りの見
直しを行っています。
　当社は、主に消費者向け販売店に対して支払う価格下落の補償や販売リベートを売上高から控除しています。

－ 4 －
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連結注記表

　当社は、当社が取引の当事者であるか、代理人であるかを、契約ごとに判断しています。当社が取引の当事者
であると判断した場合には、当該取引に関する売上高を総額で表示し、代理人であると判断した場合には、当該
取引に関する売上高を純額で表示しています。

（9）リース
　当社は、原則として全てのリースについて、リース期間にわたり原資産を使用する権利である使用権資産とリ
ースの支払義務であるリース負債をそれぞれ認識しています。リース期間については、リースの解約不能期間に
加えて、行使することが合理的に確実である場合におけるリースの延長オプションの対象期間と、行使しないこ
とが合理的に確実である場合におけるリースの解約オプションの対象期間を含む期間として決定しています。
　使用権資産は、リース負債の当初測定額に前払リース料等を調整した金額で測定し、リース期間にわたって定
額法で償却しています。また、リース負債は、リース開始日時点での未決済のリース料総額を貸手の計算利子率
もしくは借手の追加借入利子率を用いて割り引いた金額で測定し、償却原価法に基づいて事後測定しています。
リース負債に係る利息は利息費用として計上しています。なお、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資
産が少額であるリースについては、使用権資産とリース負債を認識せず、発生時に費用処理しています。

（10）株式報酬
　当社は、当社取締役（社外取締役を除く）及び当社執行役員等に対するインセンティブ制度として、譲渡制限
付株式報酬制度を導入しています。譲渡制限付株式報酬制度における報酬は、付与日において、付与した当社普
通株式の公正価値を参照して測定し、付与日から権利が確定するまでの期間にわたり費用として認識し、同額を
資本の増加として認識しています。

（11）売却目的で保有する非流動資産又は処分グループ
　非流動資産又は処分グループの帳簿価額が、継続的使用ではなく、主として売却取引によって回収が見込まれ
る場合に、売却目的保有に分類しています。なお、１年以内に売却の可能性が非常に高く、かつ、当該資産又は
処分グループが現在の状態で直ちに売却可能である場合にのみ、上記要件に該当するものとしています。売却目
的保有に分類した非流動資産又は処分グループについては、帳簿価額又は売却費用控除後の公正価値のいずれか
低い金額で測定し、減価償却又は償却は行っていません。

4．表示方法の変更

（1）未払金及び未払費用
　前連結会計年度まで、「その他の金融負債」（流動負債）に含めて表示していた未払金及び「その他の流動負
債」に含めて表示していた未払費用については、明瞭性を高める観点から、当連結会計年度より連結財政状態計算
書において「未払金及び未払費用」として独立掲記しています。

（2）売却目的で保有する非流動資産又は処分グループ
　前連結会計年度まで、独立掲記していた「売却目的で保有する資産」及び「売却目的で保有する資産に直接関連
する負債」は、金額的重要性が低下したため、当連結会計年度より連結財政状態計算書において、それぞれ「その
他の流動資産」及び「その他の流動負債」に含めて表示しています。

－ 5 －



2022/05/13 10:18:18 / 21827784_パナソニック ホールディングス株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

営業債権 1,158,839百万円
契約資産 188,359百万円

2．営業債権及び契約資産並びにその他の金融資産から直接控除した貸倒引当金 23,384百万円

土地 234,417百万円
建物及び構築物 1,426,431百万円
機械装置及び備品 3,056,236百万円
建設仮勘定 74,786百万円
減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,676,524百万円

その他の非流動資産に含まれる繰延税金資産 219,791百万円
その他の非流動負債に含まれる繰延税金負債 81,983百万円

その他の流動負債に含まれる未払法人所得税 45,123百万円

145,836百万円

５．会計上の見積り
　会計上の見積りにより当連結会計年度に計上した項目のうち、翌連結会計年度において重要な影響を及ぼす可能
性があるものは、以下のとおりです。なお、「3．重要な会計方針」に記載のある見積りの内容については、該当
箇所を参照ください。

・繰延税金資産の回収可能性（その他の非流動資産に含まれる繰延税金資産 219,791百万円）
・非金融資産の減損（有形固定資産 1,115,346百万円、使用権資産 257,706百万円、のれん及び無形資産 

1,680,027百万円）
・確定給付制度債務（その他の非流動負債に含まれる退職給付に係る負債 68,855百万円）

　繰延税金資産は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期や見込額等により回収可能性を評価しています。
事業計画には市場動向等に関する仮定が含まれており、将来の不確実な経済条件の変動などにより、これらの仮定
に変化が生じた場合、繰延税金資産の回収可能性に影響を及ぼす可能性があります。
　非金融資産の減損テストにおける回収可能価額は、将来の不確実な経済条件の変動などにより、事業計画、割引
率及び成長率等の見積りの前提に変化が生じた場合、重要な影響を受ける可能性があります。
　確定給付制度債務は、市場金利の変動に応じた割引率の変化により、退職給付に係る負債の計上額が重要な影響
を受ける可能性があります。

【連結財政状態計算書に関する注記】
1．営業債権及び契約資産の内訳

3．有形固定資産の内訳

4．繰延税金資産及び繰延税金負債

5．未払法人所得税

6．引当金
その他の流動負債及びその他の非流動負債に含まれる製品保証引当金、構造改革費用引当金等の引当金の総額
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その他の流動負債及びその他の非流動負債に含まれる契約負債の総額 187,096百万円

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 30,659百万円
在外営業活動体の換算差額 171,240百万円
キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純変動 328百万円

9．売掛債権流動化に伴う遡及義務等 3,306百万円

普通株式 2,453,866,297株

普通株式 119,969,766株

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年5月10日
取締役会 普通株式 23,333 10.0 2021年3月31日 2021年6月4日

2021年10月28日
取締役会 普通株式 35,006 15.0 2021年9月30日 2021年11月30日

決議予定 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年5月11日
取締役会 普通株式 35,008 15.0 2022年3月31日 2022年6月2日

普通株式 673,100株

7．契約負債

8．その他の資本の構成要素の内訳

【連結持分変動計算書に関する注記】

1．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

2．当連結会計年度末における自己株式の種類及び株式数

3．配当に関する事項
（1）配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

4．新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の種類及び数

当年度の期末配当について、2022年5月11日の取締役会において、15円と決議しています。
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【収益認識に関する注記】
1．収益の分解

　当社は、顧客との契約から生じる収益を、その性質を適切に反映する製品別及び地域別（顧客の所在地別）に分
解しています。

　製品別の内容は以下のとおりです。
　くらし事業の製品は、「くらしアプライアンス」「空質空調」「コールドチェーンソリューション」「エレクト
リックワークス」「その他」に区分しています。「くらしアプライアンス」には、冷蔵庫、洗濯機、掃除機、電子
レンジ、炊飯器、美・理容器具等が含まれています。「空質空調」には、家庭用空調機器、業務用空調機器、ヒー
トポンプ温水機器、換気・送風機器、空気清浄機等が含まれています。「コールドチェーンソリューション」に
は、ショーケース、業務用冷蔵庫等が含まれています。「エレクトリックワークス」には、照明器具、ランプ、配
線器具、太陽光発電システム、燃料電池等が含まれています。「その他」には、コンプレッサー、自転車、介護関
連等が含まれています。
　オートモーティブの製品は、「車載コックピットシステム」「車載エレクトロニクス」「その他」に区分してい
ます。「車載コックピットシステム」には、車載インフォテインメントシステム、「車載エレクトロニクス」に
は、ヘッドアップディスプレイ、車載スピーカーシステム、車載スイッチ、先進運転支援システム（ＡＤＡＳ）、
自動車用ミラー等が含まれています。「その他」には、他社買入商品が含まれています。
　コネクトの製品は、「バーティカルソリューション」「プロダクトソリューション」に区分しています。「バー
ティカルソリューション」とは、開発・製造・販売が一体となった事業部がソリューションを提供する事業であ
り、航空機内エンターテインメントシステム・通信サービス、電子部品実装システム、溶接機、サプライチェーン
マネジメントソフトウェア等が含まれています。「プロダクトソリューション」とは、製品を開発・製造する事業
部が販売会社を通じてソリューションを提供する事業であり、プロジェクター、業務用カメラシステム、パソコ
ン・タブレット等が含まれています。
　インダストリーの製品は、「制御機器・ＦＡソリューション」「電子デバイス・電子材料」「その他」に区分し
ています。「制御機器・ＦＡソリューション」には、システム・モジュールを主軸とした事業群である制御機器、
モーター、ＦＡデバイス等が含まれています。「電子デバイス・電子材料」には、材料・プロセスで差別化をする
事業群である電子部品、電子材料等が含まれています。「その他」には、液晶パネル等が含まれています。
　エナジーの製品は、「車載」「産業・民生」に区分しています。「車載」には車載用円筒形リチウムイオン電
池、「産業・民生」には、一次電池（乾電池、マイクロ電池）、小型二次電池（単品セルとそのシステム商品）等
が含まれています。
　その他は、エンターテインメント＆コミュニケーション、ハウジング及び原材料の販売等が含まれています。エ
ンターテインメント＆コミュニケーションには、テレビ、デジタルカメラ、ビデオ機器、オーディオ機器、固定電
話等、ハウジングには、水まわり設備、内装建材、外装建材等が含まれています。
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（単位:百万円）

報告セグメント 製品別 売上高 地域別 売上高

くらし事業

くらしアプライアンス 873,912 日本 1,432,513
空質空調 585,924 米州 269,042
コールドチェーンソリューション 264,938 欧州 158,485
エレクトリックワークス 571,913 アジア・中国他 865,383
その他 428,736

小計　(注) 1 2,725,423 小計　(注) 1 2,725,423

オートモーティブ

車載コックピットシステム 439,065 日本 381,519
車載エレクトロニクス 418,047 米州 243,637
その他 100,412 欧州 184,392

アジア・中国他 147,976
小計　(注) 1 957,524 小計　(注) 1 957,524

コネクト

バーティカルソリューション 391,563 日本 302,289
プロダクトソリューション 496,489 米州 242,943

欧州 115,033
アジア・中国他 227,787

小計　(注) 1 888,052 小計　(注) 1 888,052

インダストリー

制御機器・ＦＡソリューション 443,491 日本 274,773
電子デバイス・電子材料 396,868 米州 61,291
その他 139,606 欧州 125,772

アジア・中国他 518,129
小計　(注) 1 979,965 小計　(注) 1 979,965

エナジー

車載 448,590 日本 78,251
産業・民生 340,233 米州 511,253

欧州 28,421
アジア・中国他 170,898

小計　(注) 1 788,823 小計　(注) 1 788,823
その他　(注) 2 1,049,004 その他 1,049,004

合計 7,388,791 合計 7,388,791

　これらの分解した収益は次のとおりです。

(注) 1. 収益の分解の「小計」には、セグメント間の取引等は含まれておらず、「事業報告」の各報告セグメント
の売上高とは一致しません。

(注) 2. 「その他」には、エンターテインメント＆コミュニケーションの製品売上高350,173百万円及びハウジン
グの製品売上高368,507百万円が含まれています。
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（単位：百万円）

帳簿価額 公正価値

長期負債
（一年以内返済長期負債を含む） 1,309,870 1,306,985

2．収益を理解するための基礎となる情報
　連結計算書類の作成のための基本となる事項に関する注記の「3．重要な会計方針（8）収益」に記載のとおり
です。

【金融商品に関する注記】

1．金融商品の状況に関する事項
　当社及び連結子会社は、事業活動を遂行する過程において、様々な財務上のリスク（信用リスク、流動性リス
ク、市場リスク）に晒されており、これらのリスクを回避又は低減するために、一定の方針に基づきリスク管理を
行っています。
　当社及び連結子会社は、デリバティブを実需取引のリスク緩和を目的とした取引に限定しており、投機的なデリ
バティブを保有又は発行していません。

2．金融商品の公正価値等に関する事項
　当連結会計年度末における金融商品の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりです。なお、連結財政状態計算書に
おいて、公正価値で測定する金融商品及び公正価値と帳簿価額が近似している金融商品は、以下の表には含めてい
ません。

　長期負債の公正価値は、市場価格又は将来のキャッシュ･フローを連結会計年度末における適切な割引金利を使
用して計算した現在価値に基づいて算定しています。

3．金融商品の公正価値の内訳等に関する事項
　公正価値の測定のために使われるインプット情報における外部からの観察可能性に応じて、公正価値のヒエラル
キーを以下の３つのレベルに区分しており、ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定の重要なインプットのう
ち、最も低いレベルにより決定しています。

・レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値
・レベル２：レベル１以外の、観察可能なインプットを直接又は間接的に使用して算定された公正価値
・レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む、評価技法から算出された公正価値
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（単位：百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
金融資産：
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

デリバティブ資産
為替予約 － 20,055 － 20,055
通貨スワップ － － － －
通貨金利スワップ － 42,009 － 42,009
商品先物 26,495 8,232 － 34,727

小計 26,495 70,296 － 96,791
その他の包括利益を通じて公正価値で測定
する金融資産

株式 55,282 － 100,473 155,755
その他 － 281 － 281

小計 55,282 281 100,473 156,036
合計 81,777 70,577 100,473 252,827

金融負債：
純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

デリバティブ負債
為替予約 － 9,115 － 9,115
通貨スワップ － 22 － 22
通貨金利スワップ － 1,158 － 1,158
商品先物 13,720 21,962 － 35,682

合計 13,720 32,257 － 45,977

1株当たり親会社の所有者に帰属する持分 1,356円08銭
基本的1株当たり親会社の所有者に帰属する当期純利益
希薄化後1株当たり親会社の所有者に帰属する当期純利益

109円41銭
109円37銭

　公正価値で測定される金融商品の内訳は次のとおりです。

【1株当たり情報に関する注記】
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（単位：百万円）
既に保有する20％の持分の公正価値 142,933
追加取得した80％の対価（現金）の公正価値 622,831

合計 765,764

（単位：百万円）
現金及び現金同等物 37,845
営業債権及び契約資産 24,365
のれん及び無形資産 966,989
その他の取得資産 18,623

取得資産計 1,047,822
営業債務 2,628
短期負債 192,620
その他の引継負債 86,810

引継負債計 282,058
取得純資産計 765,764

【その他の注記】

　 企業結合等に関する注記
当社及び当社の米国子会社は、2021年9月16日に、当社が発行済株式総数の20％を保有する持分法適用会社

のBlue Yonder Holding, Inc.の80％の株式を追加取得し、同社及び傘下子会社の支配を獲得しました。
なお、当該株式取得は当社が本件取引のために設立した特別目的子会社をBlue Yonder Holding, Inc.と合併さ

せる手法で行いました。
当社が既に保有する20％の資本持分の支配獲得日における公正価値及び追加取得した80％の対価（現金）の公

正価値は以下のとおりです。また、株式の取得に関連して発生した費用は3,159百万円です。

支配獲得日において取得した資産及び引き継いだ負債の金額は、以下のとおりです。

「のれん」の内容は主に期待される将来の収益力に関連して発生したものであり、「無形資産」には顧客、技
術等が含まれています。また、「短期負債」は企業結合後に全額返済しています。

－ 12 －



2022/05/13 10:18:18 / 21827784_パナソニック ホールディングス株式会社_招集通知：Web開示

個別注記表

個別注記表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
（2）デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ 時価法
（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
2．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く） 定額法
（2）無形固定資産 定額法
（3）リース資産

(所有権移転外ファイナンス・リース) リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
3．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

（2）投資損失引当金
　国内・海外の関係会社等に対する投資に係る損失に備えるため、財政状態等を勘案して、会社所定の基準によ
り損失見込額を計上しています。

（3）賞与引当金
　従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。

（4）製品保証引当金
　製品のアフターサービスに対する費用支出に備えるため、保証期間内のサービス費用見込額を過去の実績に基
づき計上しています。
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（5）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上し
ています。なお、当事業年度末では、年金資産の額が退職給付債務に未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤
務費用を加減した額を超えているため、当該超過額を前払年金費用に計上しています。退職給付債務の算定にあ
たり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっています。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しています。数理計算
上の差異は、その発生時の対象者の平均残余支給期間による定額法により翌期から費用処理しています。
　ただし、パナソニックグループ確定給付企業年金における過去の積立分の一部の確定拠出年金制度移行時点ま
でに発生した数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により翌期から費用処
理しています。

4．収益及び費用の計上基準
　下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。
ステップ１：顧客との契約の識別
ステップ２：履行義務の識別
ステップ３：取引価格の算定
ステップ４：取引価格の履行義務への配分
ステップ５：履行義務の充足による収益の認識
　当社は、主に家庭用製品、産業用製品、製造機器及び消耗品等の製品販売を行っています。これらの取引につ
いては、原則として、製品の引渡時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得し、当社が履行義務を充足
することから、当該製品の引渡時点において収益を認識しています。この他に、当社は、工事請負や役務の提供
を行っています。これらの取引については、原則として、一定の期間にわたり、顧客に財又はサービスの支配の
移転が行われ、当社が履行義務を充足することから、その進捗度に応じて収益を認識しています。
　当社は、製品、機器、据付及びメンテナンス等の組み合わせによる多様な取引を行っています。このような取
引に係る収益については、一定の要件を満たす場合、履行義務ごとに個別に認識しています。
　当社は、主に消費者向け販売店に対して支払う価格下落の補償や販売リベートを、売上高から控除していま
す。
　当社は、当社が取引の当事者であるか、代理人であるかを、契約ごとに判断しています。当社が取引の当事者
であると判断した場合には、当該取引に関する売上高を総額で表示し、代理人であると判断した場合には、当該
取引に関する売上高を純額で表示しています。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）繰延資産の処理方法

　社債発行費……支出時に全額費用として処理しています。
（2）ヘッジ会計の方法

　為替予約及び商品先物取引については、金融商品に係る会計基準における繰延ヘッジ会計を採用しています。
なお、金利通貨スワップについて、一体処理（振当処理、特例処理）の要件を満たしている場合には、一体処理
を採用しています。

（3）連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しています。
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（4）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）において創設されたグループ通算制度
への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納
税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020
年3月31日）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　
2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規
定に基づいています。
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【会計方針の変更に関する注記】
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　当事業年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計
基準」という。）および「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26
日）を適用しています。これによる主な変更点は、次のとおりです。
（1）本人および代理人取引に係る収益認識

　従来は、総額で収益を認識していた一部の取引について、顧客への財又はサービスの提供における役割（本
人又は代理人）を判断した結果、純額で収益を認識する方式に変更しています。

（2）契約において約束された対価が変動性のある場合の収益認識
　価格下落の補償や販売リベートについて、従来は、販売費及び一般管理費として処理していましたが、契約
において約束された対価が変動性のある金額（以下、「変動対価」）を含んでいる場合には、変動対価に関す
る不確実性がその後に解消される際に、認識した収益の累計額の重大な戻り入れが生じない可能性が高い範囲
でのみ、取引価格に含める方式に変更しています。

（3）履行義務が一定の期間にわたり充足される場合の収益認識
　次の要件のいずれかに該当する場合には、一定の期間にわたり、顧客に財又はサービスの支配の移転が行わ
れ、当社が履行義務を充足することから、原則として、その進捗度に応じて収益を認識する方式に変更してい
ます。
・顧客が、当社の履行によって提供される便益を、当社が履行するにつれて同時に受け取って消費する
・当社の履行が、資産を創出するか又は増価させ、顧客が当該資産の創出又は増額につれてそれを支配する
・当社の履行が、当社が他に転用できる資産を創出せず、かつ、当社が現在までに完了した履行を受ける強制
　可能な権利を有している

　当該会計基準の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当
事業年度期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に加減
し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しています。
　この結果、当事業年度の売上高は1,440,905百万円、売上原価は1,207,010百万円、販売費及び一般管理費は
233,880百万円、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は15百万円減少しています。また、利益剰余金の期首
残高は171百万円増加しています。
　なお、当該会計基準を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に独立掲記していた「販売
促進引当金」は、当事業年度より「流動負債」の「その他」に含めて表示しています。

【会計上の見積りに関する注記】
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に
重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

繰延税金資産　94,580百万円
　繰延税金資産の回収可能性は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額により見積っています。ま
た、当社は連結納税制度を適用しており、連結納税会社の事業計画において市場動向等を主要な仮定として織り込ん
でいます。そのため、将来の不確実な経済条件の変動などにより、これらの仮定に変化が生じた場合、翌事業年度の
計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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1．有形固定資産の減価償却累計額 1,376,781百万円

売掛債権流動化に伴う遡及義務額 250百万円

短期金銭債権 493,144百万円
長期金銭債権 748,057百万円
短期金銭債務 1,292,469百万円
長期金銭債務 31,299百万円

売上高 1,564,256百万円
仕入高 960,438百万円
営業取引以外の取引高 77,944百万円

普通株式 119,969,766株

【貸借対照表に関する注記】

2．偶発債務

3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

【損益計算書に関する注記】
1．関係会社との取引高

2．固定資産売却益の主な内容
　土地等の売却益です。

3．投資有価証券売却益の主な内容
　その他有価証券の売却益です。

4．減損損失の主な内容
　土地等の帳簿価額を、収益性が低下したことに伴って回収可能価額まで減額したことによる損失です。

5．関係会社株式売却損の主な内容
　海外関係会社の株式売却損です。

6．投資有価証券評価損の主な内容
　実質価額が著しく低下し、かつ回復可能性が認められないその他有価証券の帳簿価額を、減額したことによる損
失です。

7．退職特別加算金の主な内容
　従業員の退職時に支給した特別加算金等です。

【株主資本等変動計算書に関する注記】
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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（単位：百万円）
繰延税金資産

棚卸資産評価 18,560
未払費用 18,603
賞与引当金 15,820
製品保証引当金 5,076
減価償却 24,346
貸倒引当金 643
投資損失引当金 225
関係会社株式 49,147
繰越外国税額控除 23,628
税務上の繰越欠損金 5,985
その他 51,873

繰延税金資産小計 213,906
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △3,822
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △93,917

評価性引当額小計 △97,739
繰延税金資産合計 116,167

繰延税金負債
前払年金費用 △2,739
その他有価証券評価差額金 △9,675
その他 △9,173

繰延税金負債合計 △21,587
繰延税金資産の純額 94,580

【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

【企業結合等に関する注記】
連結注記表の「その他の注記　企業結合等に関する注記」に記載のとおりです。
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（単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
パナソニック グローバ
ルトレジャリーセンタ
ー㈲

※ 100.0% 当社関係会社と
の資金預貸 ― ― 関係会社長期

貸付金(注) 737,084

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）利息は市場金利を勘案して双方合意の上で決定し、返済期間は10年、その後の期間は自動更新する条件として

います。

1株当たり純資産 678円94銭
1株当たり当期純利益 37円10銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 37円08銭

分離先企業の名称 分離する事業の内容
パナソニック㈱
（2022年４月１日付で「パナソニック分割準備㈱」よ
り商号変更）

ホームアプライアンス事業、中国・北東アジア事業、空
調空質事業、食品流通事業、電気設備事業

パナソニック オートモーティブシステムズ㈱ オートモーティブ事業
パナソニック エンターテインメント＆コミュニケーシ
ョン㈱ スマートライフネットワーク（ＡＶＣ）事業

パナソニック ハウジングソリューションズ㈱ ハウジング事業

【関連当事者との取引に関する注記】

（注）※印は間接所有を含む比率です。

【1株当たり情報に関する注記】

【重要な後発事象に関する注記】
　当社は、2022年4月1日付で、当社の各事業を吸収分割により、当社の完全子会社であるパナソニック㈱（2022
年4月1日付で「パナソニック分割準備㈱」より商号変更）、パナソニック オートモーティブシステムズ㈱、パナソ
ニック エンターテインメント＆コミュニケーション㈱、パナソニック ハウジングソリューションズ㈱、パナソニッ
ク コネクト㈱（2022年4月1日付で「パナソニック システムソリューションズ ジャパン㈱」より商号変更）、パナ
ソニック インダストリー㈱、パナソニック エナジー㈱、パナソニック オペレーショナルエクセレンス㈱、パナソニ
ック スポーツ㈱の各事業会社へ承継し、当社は持株会社制へ移行しました。
　その目的は、分社化された各事業会社が、外部環境の変化に応じた迅速な意思決定や、事業特性に応じた柔軟な制
度設計などを通じて、事業競争力の大幅な強化に取り組むことであり、一方、当社は持株会社「パナソニック ホール
ディングス㈱」として、パナソニックグループの経営戦略策定、ガバナンス、技術・新規事業開発投資などを行うこ
とを通じて、各事業会社の事業成長の支援と、グループ全体最適の視点からの成長領域の確立に特化し、グループと
しての企業価値向上に努めます。
　なお、各事業会社へ承継した事業は、以下の通りです。
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分離先企業の名称 分離する事業の内容
パナソニック コネクト㈱
（2022年４月１日付で「パナソニック システムソリュ
ーションズ ジャパン㈱」より商号変更）

コネクティッドソリューションズ事業

パナソニック インダストリー㈱ デバイス事業
パナソニック エナジー㈱ エナジー事業
パナソニック オペレーショナルエクセレンス㈱ プロフェッショナルビジネスサポート事業
パナソニック スポーツ㈱ スポーツマネジメント事業

　また、上記分割は共通支配下の取引等に該当します。

【連結配当規制適用会社に関する注記】
　当社は連結配当規制の適用会社です。

【収益認識に関する注記】
　連結注記表の「連結計算書類の作成のための基本となる事項に関する注記」に記載のとおりです。

【その他の注記】
　記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しています。
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